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2019 年 1 月 21 日 
第 3 回社会福祉住居施設及び生活保護受給者の日常生活支援の在り方に関する検討会 

 
社会福祉住居施設の最低基準のあり方について 

 
山田壮志郎（日本福祉大学） 

 
１．無料低額宿泊所とは 

〇生計困難者のために、無料又は低額な料金で、簡易住宅を貸し付け、又は宿泊所その他

の施設を利用させる事業（社会福祉法第 2 条第 3 項第 8 号） 
 〇一時的な宿泊をさせる場所であって、その宿泊料金が無料又は相当低額なことが要件

（社会福祉法令研究会『社会福祉法の解説』） 
 ⇒無料低額宿泊所の要件：①居住の一時性、②料金の低廉性 

 

２．指摘されてきた課題とその背景 

 ①居住の一時性が要件であるにもかかわらず、入所が長期化 

   →背景：単独での居住が困難な人の受け皿がないためやむを得ず長期化 

   ⇒改正法：日常生活支援住居施設が整備されたことで受け皿となりうる 

 ②料金の低廉性が要件であるにもかかわらず、内容に見合わない利用料 

  1)生活扶助及び住宅扶助の一部から、（時に不透明な名目の）利用料を徴収 
   →背景：ケアへの対価が補填されないため、生活扶助等から徴収せざるを得ない 
  2)面積が狭小であるにもかかわらず、住宅扶助上限額を支給 

   →背景：ア)ガイドラインで面積基準が定められているが法的拘束力がない 

       イ)狭小住宅への住宅扶助の減額措置が徹底されていない 

 
３．日常生活支援住居施設を整備したことの意味 

 〇単独居住が困難な人の中長期的な受け皿として機能＝上記①に対応 
〇ケアへの対価を委託費として支出＝上記②－1）に対応 

 →日常生活支援住居施設が法制化されたことによって、無料低額宿泊所の 2 つの要件（居

住の一時性、料金の低廉性）が形骸化せざるを得なかった背景に対応することが可能 
＝日常生活支援住居施設として認可されない社会福祉住居施設（無料低額宿泊所）につい

ては、2 つの要件を実質化できるように最低基準を整備するべき 
 
４．社会福祉住居施設の最低基準のあり方 

①居住の一時性をめぐって 

 ・現在の無料低額宿泊所のガイドラインには居住の一時性を担保するための定めはな

いが、今後策定される社会福祉住居施設の最低基準においては、入所期間ないし契約

期間を一時的なものにすべきことを明記すべきではないか。 
 ・「一時的」の定義は必ずしも明確ではないが、生活困窮者自立支援法に基づき一時的

な居住場所を提供する事業として制度化されている一時生活支援事業の例に倣えば、
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「原則 3 か月以内、最大 6 か月」が一つの目安になると思われる。 
 ・なお、居住の一時性を追求するあまりに、現在の無料低額宿泊所の入所者が行き場を

失うことがあってはならないことは言うまでもなく、改正法施行時点において、日常

生活支援住居施設に該当しない社会福祉住居施設に入所している人については、一

定の経過措置期間を設けるなどして、適切な居住場所が確保できるようにすること

も必要である。 
 

 ②料金の低廉性をめぐって－居住費－ 

  ・無料低額宿泊所に対して「内容に見合わない利用料が徴収されている」との批判が向

けられる際の焦点の一つは居住費にある。つまり、居室面積が狭小であるにもかかわ

らず、住宅扶助上限額が支給されることに対する批判である。 
  ・居室面積に関しては、第 2 回検討会にて、現行ガイドラインを踏襲して原則 7.43 ㎡

以上、地域の事情により 4.95 ㎡以上とする方向性が事務局より示された。同時に、

相部屋（多人数居室）や簡易個室については一定の経過措置期間を設けつつ、禁止す

る方向が示された。 
  ・本来は、7.43 ㎡でも 4.95 ㎡でも十分な居住水準とはいえないものの、問題の本質は、

狭い居室に長期にわたって入所し、かつ、住宅扶助上限額が支出されている点にある。 
  ・住宅扶助については、平成 27 年度より狭小な住宅に対する住宅扶助の減額措置が制

度化されているが、無料低額宿泊所は適用除外とされている場合が多いと考えられ

るため、その徹底についての議論を深める必要がある（第 5 回で検討予定）。 
 
  ・その上で、今回の検討会で議論される最低基準の文脈で言えば、居室使用料に関する

基準において、無料低額宿泊所の「低額性」の基準を「近隣の同種の住宅に比べて、

低額な金額であること」とすべきと考える。 
  ・現行ガイドラインは、居室使用料は「無料又は低額であること」とした上で、「低額」

の基準を「近隣の同種の住宅に比べて低額であるか、又は 1 か月当たりの料金が…

生活保護の住宅扶助の特別基準以内の額であること」とされている。下線部分は、平

成 27 年のガイドライン改定で追加されたものであり、従前は「近隣同種の住宅より

低額であること」のみが「低額」の基準だった。 
  ・改定後の基準によれば、例えば、4 畳半（地域の事情により 3 畳）・共同風呂・共同

トイレ・共同台所で家賃が住宅扶助上限額と同額であったとしても、「低額」の範囲

に含まれることになった。しかし、一般の住宅市場の動向に鑑みれば、これが「近隣

同種の住宅に比べて低額」とは言い難い。 
  ・料金の低廉性を担保するためには、改正前のガイドラインのように、「近隣同種の住

宅に比べて低額であること」のみを低額性の基準とすべきであると考える。 
 
③料金の低廉性をめぐって－その他のサービス費－ 

 ・現在の無料低額宿泊所では、入所者に対する様々なケアの対価が利用料として生活扶

助（あるいは住宅扶助の一部）から徴収されることが少なくない。その背景には、上

記の通り、ケアの対価が制度的に補填されてこなかったことがあるが、日常生活支援
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住居施設が制度化されたことによって、ケアを必要とする人へのケアの対価は別途

委託費として支出されることになった。 
 ・であれば、日常生活支援住居施設に該当しない社会福祉住居施設に入所する人の生活

扶助費や住宅扶助費からケアの対価を徴収する必要はなく、最低基準の中で、ケアの

費用は徴収すべきでないことを明記すべきであると考える。 
 ・その上で、日常生活支援住居施設で提供されるケアの内容やそれに対する委託費の基

準については、本検討会の後半の議論の中で十分に検討すべきである。 
 ・なお、社会福祉法第 2 条第 3 項第 8 号に定める第 2 種社会福祉事業としての無料低

額宿泊所は「生活に関する何らかの扶助」を提供することを想定していない。社会福

祉法を改正しないまま、費用を徴収して生活サービスを提供することを容認するの

であれば、当該施設が第 1 種社会福祉事業に該当するのか第 2 種社会福祉事業とす

るのかについての整理が必要になると考えられる（別紙参照）。 
 

以上 




